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ムリアディ君の学位論文は「Integrating Remote Sensing Images and Public Administrative 
Data for Monitoring Deforestation of Tropical Peatland./リモートセンシングと行政管理
データの統合によるインドネシア熱帯泥炭林破壊のモニタリング」を題目とし、熱帯泥炭林の減
少とそれに関わる人間活動の側面を突き止めるためのデータベースを開発し、インドネシアのサ
ンバス県における保護林に適用して、有用性を示した。 
インドネシアは世界熱帯泥炭林資源の土壌炭素を 65%有する。この泥炭林が水源、生物多様性
資源の宝庫でもあり、大切な存在である。しかし、この泥炭林は年々伐採され、それに伴う環境
汚染、CO2放出、土壌流失が大きな問題になっている。インドネシア政府は 2020 年までに 2Mha
の泥炭林を修復し、29-41%の CO2排出を食い止めようとしているが、泥炭林の分布の実態が把握
されておらず、政策の実効性は疑われる。従来の研究は泥炭林の生態的特性などの自然科学的メ
カニズムに焦点を当てるものが多く、政策支援に直接使えるものが少なかった。そのボトルネッ
クは森林モニタリング体制ができていないこと、行政の縦割りで情報共有ができていないことに
原因がある。そこで、ムリアディ君は衛星リモートセンシング（RS）による科学的な観測と政府
部門が日常的に蓄積される管理データ（PAD）を統合して問題解決に着手した。その際、RSと PAD
の両方に課題があった。まず泥炭林に関する既存の RS研究は森林被覆量や分布を示すことに留
まるものが多く、森林伐採の原因側を特定することはできない。この問題を解決するために高解
像度衛星画像を用いて人工水路の森林への侵入を抽出し、同時に PAD に隣組(RT)単位のベース
マップを整備し、この両者を合わせることで人工水路の開設主体まで特定させる手法を開発し
た。この手法をサンバス県森林保護区に適用し、有効性を確認した。この中で、２つの技術問題
に集中的に取り組んだ。１つはローカルな知とオブジェクト志向の手法（GEOBIA）を組み合わせ
て高精度に人工水路を抽出した。もう一つは国勢調査の調査区設計に使うスケッチマップを用い
て村落より詳細な空間単位になる隣組レベルのベースマップ（RTBM）を作った。このベースマッ
プを用いて PAD にジオコーディングを行い、森林に侵入した数々の水路を隣組との位置関係を
マッチングさせることを可能にした。これを用いて水路開設を申請、実施した隣組を特定し、そ
の情報を現地政府に提供したところ、一部工事中止まで追い込むことができ、研究アプローチの
有効性、実用性を確認した。また水路開設と森林減少と隣組の社会経済条件を複合的に考察した
結果、森林減少は地理的距離よりも貧困との間に関係があることを示唆した。このように、衛星
RSと RTBMの統合によって森林モニタリングと管理のために新しいシステムを提示し、研究の目
的を達成した。 
 
学位論文は７章で構成されている。 
第１章はインドネシアにおける泥炭林保全の実態、国の政策、技術問題を概覧し、科学的デー
タに基づいた技術手法で課題解決を図ることを研究目的にした。 
第２章は泥炭林を取り巻く社会生態システムを概述し、人間活動による森林への影響の仕組み
を整理した。それに基づいて衛星リモートセンシングによるモニタリング、行政管理データによ
る人間活動の特定の可能性を検討し、研究課題を定めた。 
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第３章は衛星リモートセンシングと PAD を統合した森林モニタリングの技術フレームワーク
を構築し、衛星画像の処理、行政管理データの導入、RTBMの仕様を検討し、課題解決の手続きを
確立した。 
第４章は衛星 RSデータ処理の手法を実装した。中解像度の LANDSAT画像を用いて対象地域の
森林被覆の時系列変化を抽出した。その空間パターンとローカルの知をもとに森林破壊における
人工水路の役割に着目し、高解像度衛星画像にオブジェクト志向のデータ処理手法 GEOBIAを適
用し、人工水路を抽出した。その結果、サンバス県の保護林は、2009年、2013年に裸地面積は
それぞれ 22.5%、35%にのぼり、中には 22本の新しい水路が開設され、平均して年間 8本の水路
が新規に開拓されることを明らかにした。 
第５章は RTBMのデータモデルを構築した。RTBMのもとは国勢調査の調査区を設定するための
スケッチマップであるため、ジオコーディングは困難を伴った。そこで、データの信頼性に応じ
てポイント（ランドマーク、ポリゴン重心など）、ライン（主要道路、河川）、ポリゴン（街区、
行政エリア）でレイヤを区分し、ポリゴン重心に RTを付属させ、正規化 RTと共にジオコーディ
ングを行い、PADとのリンクを実現した。６つの PADとのマッチングを行った結果、RTまで特定
しない計画行政データベースを除いて、90%以上の成功率を得た。 
第６章は第４章の RS による人工水路データと第５章の RT 付き PAD データを統合し、サンバ
ス県泥炭保護林に適用した。その結果、保護林全般に西部側から人工水路が侵入し、北西部に森
林減少が特に顕著であることがわかった。そこには主に３つの村が関与し、RT は村の東部に集
中し、72-129 人の貧しい村民が破壊された森林の近くに住んでいることがわかった。また西側
には RT が圧倒的に多く、土地開拓による納税件数は 1999 年に殆どなかったことに対し、2011
年に最大 345件にものぼった。つまり森林開拓は村人の収入源になっており、これを食い止める
ためには政策的に取り組む必要があることを指摘した。 
第７章は論文を総括し、結論を取りまとめた。 
 
本研究は森林モニタリングという現場の課題に対し、衛星画像、統計調査のベースマップ、行
政管理データという３種類の情報を統合した新しい森林モニタリングの手法を提案した。研究の
オリジナリティは森林破壊の空間特徴として人工水路に着目し、行政管理データから水路開設に
関わった RTを特定し、RTレベルのベースマップを用いてジオコーディングすることで、森林破
壊に関わる主体及びプロセスを突き止めることが可能にしたところにある。もとにするのは一般
に入手できる衛星画像、行政機関に日々蓄積されている管理記録、全国をカバーする統計調査区
のスケッチマップといった広範に整備されている情報ソースである。この手法はインドネシア全
土に展開することが可能で、森林行政に大きな影響を与える可能性を持っている。そして、統計
調査区のベースマップは国家空間データ基盤（NSDI）の１つの重要な項目で、先進国においては
一般に整備、公開されている。本研究はインドネシアにおいてその情報源が存在し、所定の手続
きを踏まえれば数値化して NSDIの新しいレイヤとして加えることが可能であることを示した。
さらに森林破壊はその周辺に住む村人の所得と深い関係があることを示唆し、森林修復は村落の
経済振興から入る必要があることを提案したことも興味深いことを評価した。 
 一方、本論文はいくつの限界があることを指摘して置きたい。まず本研究は複数の既存技術
を統合したもので、技術そのものにオリジナリティは少ない。１つは人工水路の識別において
ローカルな知が活用されたことを評価する一方、人間依存の一面がある。同様に RTBMの作成は
マニュアル手法によるスケッチマップの読み取りに依存している。さらに画像 RSと PADを統合
した結果の活用は定性的考察に留まっており、森林破壊のメカニズムをモデリングするにまだ
至っていない。こうした課題が残されているものの、最終試験委員会としては、本研究は実践
的課題解決を目的としたものとして、研究目的を達成できたと評価した。この研究で確立した
手法はインドネシア全国の森林管理および基盤データづくりに有益な知見を提供できたと評価
できる。また申請者はインドネシア政府地方公務員で、政府派遣でこの研究に独立に取り組ん
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できた。本職に戻られてから引き続き本研究を継続し、研究手法の高度化と研究結果の応用開
発に従事することを期待できる。 
このように、著者が独立的に研究を遂行していくために必要となる高度な研究能力ならびにそ
の基礎となる豊かな学識、さらに研究成果を社会に発信、還元するための優れた協調力と信頼
感等を有していることが、本論文において明確に示されたと判断される。 
よって、本学位審査委員会は著者が博士（政策・メディア）の学位を受ける資格があると認
める。 
 
